
2019 年全国家計構造調査 

年平均推定値、所得・消費・資産の統合分布に関する結果の利用上の注意 

 

2019 年全国家計構造調査の年平均推定値、所得・消費・資産の統合分布に関する結果（参考値）の統

計表をみる際は、以下の点に御留意ください。 

 

 

１．消費支出の年平均推定値 

2019 年全国家計構造調査の家計収支に関する結果の集計対象となった世帯について、10 大費目別支

出金額を同年１月から 12 月までの家計調査結果を用いて回帰・補間を行うことにより、当該世帯にお

ける 10 大費目別年間支出金額を参考として推計しています。なお、今回の年平均推定値の推計では、

2019 年の消費税率改定などの制度変更の影響を考慮していない点に御留意ください（詳細は別紙参照）。 

 

２．所得・消費・資産の統合分布 

2019 年全国家計構造調査において、「基本調査」及び「全国単身世帯収支実態調査」世帯のうち、世

帯票、家計簿 10月分、家計簿 11月分及び年収・貯蓄等調査票のすべての調査票があり、かつ、年間収

入が不詳でない世帯を集計対象として、所得・消費・資産に関する結果を参考値として推計したものに

なります。 

 

（１）集計用乗率 

 集計用乗率は便宜、家計総合集計の集計用乗率を使用して集計しています。そのため、統合分布の

推計に当たっては、集計対象外となった世帯（いずれかの調査票がない、又は、年間収入が不詳であ

る世帯）の集計用乗率は考慮されていない点に御留意ください。 

 

（２）消費支出額の算出 

 「ＣＯＩＣＯＰ分類」における「年平均推定値」の消費支出額に当たっては、便宜、次のように算

出しています。 

・上記「１．消費支出の年平均推定値」に準じているため、家計収支に関する結果（全国・総世帯、

１世帯当たり１か月間の支出金額）の 10大費目に占める各細分類（収支項目分類（細分類）406

区分）の割合を年平均推定値の 10 大費目別支出金額に乗じることにより、年平均推定値の細分

類別支出金額を算出しています。 

・「持ち家（現住居）の帰属家賃」については、家計収支に関する結果（全国・総世帯、１世帯当た

り１か月間の支出金額）のいずれの 10大費目にも属さないことから、「住居」に属するとみなし

て、家計収支に関する結果及び年平均推定値の住居の割合を乗じることにより、算出しています。 

・また、「年平均推定値」は各区分の「平均」のみを算出しており、「平均」以外の区分は「－」表

示しています。 
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別紙 全国家計構造調査における消費支出の年平均推定値（参考値）の概要 

 

全国家計構造調査結果は、地域属性別の詳細な表章区分による分析や、同一世帯の個票

を用いた消費・所得・資産の三面からの家計構造分析が可能という特徴がある。一方で、

消費支出には、調査期間である10月及び11月以外の、ボーナス期の支出や４月の教育支出

が含まれていないなど、季節性を有している。 

この特徴を生かしつつ、消費支出の季節性を取り除くため、2019年全国家計構造調査に

おいて、１月から12月までの平均１か月間の消費支出である「年平均推定値」を家計調査

の年平均値とは別に推計し、参考値として公表する。 

 

１ 年平均推定値の推計方法 

2019年全国家計構造調査の家計収支に関する結果の集計対象となった世帯について、

10大費目別支出金額を同年１月から12月までの家計調査結果を用いて回帰・補間を行

うことにより、当該世帯における10大費目別年間支出金額を推計する。 

推計においては、まず、家計調査の10大費目別支出金額を目的変数、家計調査の調査

月や世帯属性を説明変数とした回帰モデルを推定する。次に、推定した回帰モデルを全

国家計構造調査の世帯に適用することで、当該世帯における調査期間以外の月（１月か

ら９月まで及び12月）の10大費目別支出金額を推計する。 

最終的に、推計した支出金額並びに全国家計構造調査の10月及び11月の支出金額を

全国及び都道府県別に集計し、10大費目別支出金額の年平均推定値を推計する。全体の

消費支出の年平均推定値は、10大費目別支出金額の年平均推定値の合計値とする。なお、

今回の年平均推定値の推計では、2019年の消費税率改定などの制度変更の影響を考慮して

いない点に留意が必要である。 

 

２ 推計に使用するモデル 1 

10大費目別支出金額の年平均推定値の推計には重回帰モデルを使用する。ただし、１

か月間の支出金額が０円となる世帯が多い費目の場合、Tobitモデルを使用する。詳細

は、以下のとおり。 

 
(1) 重回帰モデル 

１か月間の支出金額が０円になる世帯が５％未満 2の６費目（「食料」、「光熱・水道」、

「家事・家具用品」、「交通・通信」、「教養娯楽」及び「その他の消費支出」）については、

以下に掲げる(1)式のとおり、月ダミーのみを説明変数とする重回帰モデルにより回帰分

析を行い、係数の推定を行う。なお、回帰分析の際には世帯別の集計用乗率をウェイト

として考慮する。 

                                                   
1 詳細は、第 18 回消費統計研究会の資料 1-2 を参照

（https://www.stat.go.jp/info/kenkyu/skenkyu/pdf/20220301_02.pdf） 
2 詳細は、第 16 回消費統計研究会の資料２を参照

（https://www.stat.go.jp/info/kenkyu/skenkyu/pdf/20210625_02.pdf） 
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𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 = � 𝛼𝛼𝑚𝑚𝐷𝐷𝑖𝑖𝑚𝑚

12

𝑚𝑚=1

+ 𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖 (1) 

ただし、 

𝐷𝐷𝑖𝑖𝑚𝑚 = �
1 𝑚𝑚 = 𝑡𝑡
0 𝑚𝑚 ≠ 𝑡𝑡

 

 
𝑖𝑖 ：世帯 

𝑡𝑡 ：調査月 

𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 ：世帯 𝑖𝑖 、調査月 𝑡𝑡 における支出金額 

𝛼𝛼𝑖𝑖 ：月ダミーの回帰係数（調査月 𝑡𝑡 における支出金額に相当） 

𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖 ：月ダミー  

𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖 ：誤差項（正規分布に従う。） 

 
推定した係数を基に、以下の推計式(2)により、６費目別支出金額の年平均推定値 𝑦𝑦 を

推計する。 

 𝑦𝑦 = �
∑ 𝑦𝑦𝑍𝑍𝑖𝑖𝑚𝑚𝑤𝑤𝑍𝑍𝑖𝑖𝑚𝑚𝑖𝑖
∑ 𝑤𝑤𝑍𝑍𝑖𝑖𝑚𝑚𝑖𝑖

11

𝑚𝑚=10

+ � 𝛼𝛼�𝑚𝑚
𝑚𝑚≠10,11

�1−
𝑁𝑁𝐴𝐴0𝑚𝑚
𝑁𝑁𝐴𝐴𝑚𝑚

� (2) 

 
𝑍𝑍 ：全国家計構造調査データであること表す添字 

𝐴𝐴 ：家計調査データであることを表す添字 

𝑦𝑦𝑍𝑍𝑖𝑖𝑖𝑖 ：全国家計構造調査の世帯 𝑖𝑖 、調査月 𝑡𝑡 における支出金額 

𝑤𝑤𝑍𝑍𝑖𝑖𝑖𝑖 ：全国家計構造調査の世帯 𝑖𝑖 、調査月 𝑡𝑡 における集計用乗率 

𝛼𝛼�𝑖𝑖 ：月ダミーの回帰係数の推定値 

𝑁𝑁𝐴𝐴𝑖𝑖 ：家計調査の調査月 𝑡𝑡 における調査世帯数 

𝑁𝑁𝐴𝐴0𝑖𝑖 ：家計調査の調査月 𝑡𝑡 において支出金額が０円である世帯数 

 
(2) Tobitモデル 

 ア 回帰式及び推計式 

１か月間の支出金額が０円である世帯が５％以上の４費目（「住居」、「被服及び履物」、

「保健医療」及び「教育」）については、タイプ２のTobitモデル（Heckmanの二段階推定

法とも呼ぶ。）により推計を行う。 

まず、以下に掲げる(3)式のとおり、月ダミーに加え、世帯属性ダミーも含めた重回帰

モデルを考える。 

 

𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝛽𝛽𝑇𝑇𝑥𝑥𝑖𝑖 + � 𝛼𝛼𝑚𝑚𝐷𝐷𝑖𝑖𝑚𝑚 + 𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖

12

𝑚𝑚=1

 (3) 

𝑖𝑖 ：世帯 

𝑡𝑡 ：調査月 

𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 ：世帯 𝑖𝑖 、調査月 𝑡𝑡 における支出金額 

𝛼𝛼𝑖𝑖 ：月ダミーの回帰係数 

𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖 ：月ダミー 

𝛽𝛽 ：世帯属性ダミーの回帰係数（ベクトル） 



3 
 

𝑥𝑥𝑖𝑖 ：世帯属性ダミー（ベクトル） 

𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖 ：誤差項（正規分布に従う） 

𝜖𝜖𝑖𝑖𝑖𝑖 ：誤差項（正規分布に従う） 

 
ここで、世帯 𝑖𝑖 の 𝑡𝑡 月の支出が０円となるかどうかを決める潜在的な変数として、以

下の 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖∗  を考える。 
𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖∗ = 𝛾𝛾𝑇𝑇𝑥𝑥𝑖𝑖 + 𝜖𝜖𝑖𝑖𝑖𝑖 (4) 

𝛾𝛾 ：世帯属性ダミーの回帰係数（ベクトル） 

 

𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖∗  が０以上の時、世帯 𝑖𝑖 の支出金額として 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 が観測され、𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖∗  が０未満の時、世帯 

𝑖𝑖 の支出金額として０円が観測されるとする。すなわち、実際に観測される支出金額 𝑣𝑣𝑖𝑖𝑖𝑖 

は以下のように表される。 

𝑣𝑣𝑖𝑖𝑖𝑖 = �
𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖  𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖∗ ≥ 0 のとき

0    𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖∗ < 0 のとき
 (5) 

 
Heckmanの二段階推定法の流れは以下のとおり。まず、第１段階として、１月から12月

までの家計調査のデータを使用して、支出が１円以上か０円かを目的変数としたプロ

ビット回帰により(4)式の係数 𝛾𝛾 を推定し、以下の式で定義される逆ミルズ比 𝜆𝜆𝑖𝑖 を世

帯別に算出する。逆ミルズ比は、支出金額が０円以下にならない期待値を示す指標であ

る。 

逆ミルズ比は、標準正規分布（平均 0 、標準偏差 1）の確率密度関数 𝜙𝜙(𝑥𝑥) とその原

始関数である分布関数 Φ(𝑥𝑥) を用いて、以下の式により算出される。 

 

𝜙𝜙(𝑥𝑥) =
1

√2𝜋𝜋
exp �−

𝑥𝑥2

2 � 

Φ(𝑥𝑥) = � 𝜙𝜙(𝑡𝑡)
𝑥𝑥

−∞
𝑑𝑑𝑡𝑡 

�̂�𝜆𝑖𝑖 =
𝜙𝜙(𝛾𝛾�𝑇𝑇𝑥𝑥𝑖𝑖)
Φ(𝛾𝛾�𝑇𝑇𝑥𝑥𝑖𝑖)

 

 

次に、第２段階として、支出金額が１円以上となる世帯のデータのみを使用して、(3)

式に逆ミルズ比の項を加えた以下の式の重回帰モデルにより回帰分析を行い、係数の推

定を行う。 

𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝛽𝛽𝑇𝑇𝑥𝑥𝑖𝑖 + � 𝛼𝛼𝑚𝑚𝐷𝐷𝑖𝑖𝑚𝑚

12

𝑚𝑚=1

+ 𝜎𝜎�̂�𝜆𝑖𝑖 + 𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖 (6) 

なお、それぞれの段階において、説明変数として設定する世帯属性は、次節イに示す

表のとおりである。 

推定した係数を基に、以下の推計式(7)により、４費目の支出金額の年平均推定値 𝑦𝑦 を

推計する。 
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𝑦𝑦 = �
∑ 𝑦𝑦𝑍𝑍𝑖𝑖𝑚𝑚𝑤𝑤𝑍𝑍𝑖𝑖𝑚𝑚𝑖𝑖
∑ 𝑤𝑤𝑍𝑍𝑖𝑖𝑚𝑚𝑖𝑖

11

𝑚𝑚=10

+ � �1−
𝑁𝑁𝐴𝐴0𝑚𝑚
𝑁𝑁𝐴𝐴𝑚𝑚

��𝛼𝛼�𝑚𝑚 + � ��̂�𝛽𝑇𝑇𝑥𝑥𝑍𝑍𝑖𝑖 + 𝜎𝜎��̂�𝜆𝑖𝑖�
𝑖𝑖:𝑦𝑦𝑍𝑍𝑍𝑍>0

�
𝑚𝑚≠10,11

 (7) 

 

𝑦𝑦𝑍𝑍𝑖𝑖𝑖𝑖 ：全国家計構造調査の世帯 𝑖𝑖 、調査月 𝑡𝑡 における支出金額 

𝑤𝑤𝑍𝑍𝑖𝑖𝑖𝑖 ：全国家計構造調査の世帯 𝑖𝑖 、調査月 𝑡𝑡 における集計用乗率 

𝑁𝑁𝐴𝐴𝑖𝑖 ：家計調査の調査月 𝑡𝑡 における調査世帯数 

𝑁𝑁𝐴𝐴0𝑖𝑖 ：家計調査の調査月 𝑡𝑡 において支出金額が０円である世帯数 

𝛼𝛼�𝑚𝑚 ：月ダミーの回帰係数の推定値 

�̂�𝛽 ：世帯属性ダミーの回帰係数の推定値（ベクトル） 

𝜎𝜎� ：逆ミルズ比の回帰係数の推定値 

𝑥𝑥𝑍𝑍𝑖𝑖 ：全国家計構造調査の世帯 𝑖𝑖 における世帯属性（ベクトル） 

 

  イ 説明変数とする世帯属性 

アにおける Heckman の二段階推定法による各段階において説明変数とする世帯属性は、

以下の表のとおりである。 

 

表 Heckman の二段階推定法による説明変数とする世帯属性 
費目 第１段階の説明変数 第２段階の説明変数 

住居 年間収入 

世帯人員 

世帯主の年齢 

住居の延面積 

職業※ 

住居の所有関係※ 

年間収入 

世帯人員 

世帯主の年齢 

住居の延面積 

被服及び履物 年間収入 

世帯人員 

世帯主の性別 

世帯主の年齢 

就学者人数 

年間収入 

保健医療 年間収入 

世帯人員 

就学者人数 

世帯主の年齢 

教育 年間収入 

世帯人員 

世帯主の性別 

世帯主の年齢 

就学者人数 

職業※ 

住居の所有関係※ 

年間収入 

世帯人員 

就学者人数 



5 
 

 
※ 「職業」及び「住居の所有関係」については、全国家計構造調査の分類を以下の表の

とおり統合した上で用いている。 

 
・職業 

統合前 統合後 

常用労務者  
勤労者世帯 臨時及び日々雇労務作業者 

民間職員 
官公職員 
商人及び職人  

 
 
勤労者以外の世帯 

個人経営者 
法人経営者 
自由業者 
その他 
無職 
家族従事者 
農林漁業従事者 

 
・住居の所有関係 

統合前 統合後 

持ち家 持ち家 
民営の賃貸住宅  

 
持ち家以外 

都道府県・市区町村営賃貸住宅 
都市再生機構・公社等の賃貸住宅 
社宅・公務員宿舎 
借間 

 
 
 
 




